
 

 

令和７年度事業計画書 

 

１ 総括関係 

（１）理事会（定例）    ５月、１１月、３月（３回開催） 

（２）通常総会       ６月開催 

（３）監事監査（定期）   ５月実施 

 

２ 公益目的事業 

（１）「退職手当資金交付事業」 

   退職手当資金の交付 

退職教職員の最終平均給与月額に、在職期間に応じ退職手当資金算定乗率を乗じて

算定した額を会員に交付する。 

    当初予算額 ４０１，６３９千円 

  

（２）「貸付事業」 

次の各種資金の貸付を行う。 

ア 経営資金の貸付 

当初予算額   ４校（園）    ４０，０００千円 

  イ 施設資金の貸付 

当初予算額   ０校（園）          ０円 

   

 上記の事業推進に当たっては、全国私学退職金団体連合会、全国私学振興会連合会及び

日本私立学校振興・共済事業団との情報交換を密にするとともに、東北６県・北海道・新

潟県私学振興団体との連携を図りながら取り組む。 

 （参考）主要会議の開催予定 

(1) 全国私学退職金団体連合会総会 R7.7.2 東京都 

(2) 東北６県・北海道・新潟県私学退職金団体代表者等会議 R7.9.25 北海道 

(3) 全国私学振興会連合会総会 R7.7.1 東京都 

(4) 北海道・東北地区私学振興会連絡協議会 R7.9 岩手県 

 

３ 収益事業 

  県から受託する私立学校の調査・統計・経営分析業務を実施し、私学振興に資する。 

   当初予算額  ２，４００千円 

 

４ 公益社団法人としての円滑な業務運営の推進 

（１）公益社団法人として、諸法令に則った自己規律の発揮と適時・適切な事業実施に努め

る。 

（２）経理規程のほか、関連諸規定の的確な運用に努め、正確で公正な会計処理を行う。 

 


